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日本の地方中心都市の住まいの風土性 と持続性
一全国総合開発計画をめ ぐる近代化論 と内発的発展論、
・仙台市 を事例 として一
千葉 政継
1.第 二次世界大戦後の都市部への人口流入と仙台における郊外住宅地開発
(1)1960年 代以 降 の風 景 の変 化
1950年 代には都 市 と田舎 は明 らかに違 っていた し互いに遠 く離れていた。私が小 学生
の頃、東京 か ら宮城県北部の田舎迄、汽車で約12時 間を要 した。夜汽車か ら見た景色 は
月や星以外何 も見えない程暗 く、時々人家の明か りが後方へ と流れて行 くのを見 るのが楽
しみだった。今は、 日本国内を旅行 しても山の中にでも入って行 かない限 り、周囲の風景
を眺めることも無い。 どこの景色もあま り変わ らないか らである。!960年 代以降、 自動
車交通が急速 に発展 し、 日本 の都市、農村のくらしの風景は、北から南までどこも同 じよ
うに大き く変化 してきた。現在、大都市では自動車が無 くても生活できるが、地方では自
動車無 しには暮 らせなくなっている。
本稿で は 日本 の住宅地を現在 のよ うに変化 させて来た要因を探 り、持続す る住宅地 に
とって何が必要かを明らかに したい。
(2)郊 外住宅地開発の開始 と 〈豊かな社会〉・
第二次世界大戦後、地方行政は、国の総合開発計画 を積極的に受け入れ、具体的に見れ
ば歴史や地理的条件により変化はあるものの、 日本全国でほぼ同 じように中心都市の開発
を行い、都市構造 を変化させて来た。
地方 中心都 市の人 口は、第一次産業人 口の流入 による第二次、三次産業人 口の増加 に
よって、ほぼ2000年 頃迄増え続 け(企 業の撤退などによ り減少が早まった例 もある)、 そ
の後、少子化の影響により減少 に転 じ始 めた。 この傾向は仙 台市においても同様である。
仙台市では1977年 頃まで毎年1万 人以上の人 口増加 を示 し、その後、勢いは衰えつつ も
1栗 原彬 「日本近代化の価値標識」、神島二郎編 『近代化の精神構造』評論社、1974年 、56頁 欧米先
進資本主義国が1950年 代に質的転化を遂げて到達したと考えた社会。技術革新による生産力の発展、完
全雇用 と公共の維持によって、経済的不平等 と窮乏化は基本的に解決されると考えられた。
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増加傾向 を示 して、2000年 以降はほぼ横 ばい となってい る。
国は都 市への人 口流入に対応す るために 日本住宅公団を設立(1955年)し 、都市 の郊
外でニュータウンの建設を開始 した。 しか し、公的な住宅供給だけでは住宅不足を解 消す
るには程遠 く、民間業者が多数の郊外住宅地開発 を行 った。仙台市での郊外住宅地開発 は
1957年 以降に進んだ。他の多 くの大都市では私営鉄道の沿線か ら開発が始まったが、仙
台市では鉄道駅周辺の大規模開発が見 られず、郊外住宅地開発は、バスや市電、乗用車を
前提に進 められ、当初か ら道路計画 と密接に関わっていた。
仙台の市電 は1926年 に開通 した後、路線を延ば し、第二次世界大戦後 も逸早 く復 旧し
て1954年 には全線 を複線 とし、バスと並んで市内の主要交通網を形成 していた。 しかし、
次第に乗用車が増加 し始 めると、市電軌道内に 自動車の乗 り入れ が許可 され(1966年)、
1976年 には自動車 に主要交通機関 としての立場 を奪われて市電全線が廃止 された。市電
廃止の背景 には、郊外の住宅団地か ら通勤のために市内に流入する 自家用車の急速な増加
があった2。 自家用車 と同様 にベス利 用客 も増 え続 け、バスが公共交通の中心的な存在 と
なった。 これ も市街地居住者が減少 して郊外団地の住人が増加 したためだった。
1960年 代の仙台市の郊外住宅地開発 を見てみよ う。1960年 代 の郊外住宅地開発 は、仙
台駅か ら半径5kmの 円周上にある緩や かな丘陵地及び国道4号 線沿いの、仙台駅 か ら8
～10㎞ 北の丘陵地において行 われた。 これ らの丘陵地 は価格が安 く、地権者1人 あた り
の所有面積 が広 く、歴史的にも市街地 に近 く、地盤が柔らかで土木工事が しやすかったこ
とか ら開発 された。主な事業主体は仙台市や地元開発業者、共済組合であ り、地元開発業
者の開発 を促 した要因の一つに住宅金融公庫法の改正(1954年)が あった。宅地の取得 ・
造成にも融資が受 けられるようになったのである3。
仙台市が開発 したのが鶴ヶ谷団地(1967年 ～1970年)だ った。仙 台において近隣住 区
理論等、近代的な地域計画理論を適用 した唯一の開発であったが、 この理想的な郊外住宅
地建設 と市電の廃止が市によって同時に行われたことを考えると、当時の仙台市が、自動
車を交通手段 として都市を拡大する とい う政策 をとった ことが推測 される。1961年 当時
の県職員の回想をもとにして 「旧市街地での住宅改良に対 し市はあま り積極的ではなかっ
た4」 と書かれた資料があることや、仙 台市の1960年 代の人 口密度が20人/ha5程 度 と低
かったこ とか ら推測す ると、旧市街地を中心 とす る都市形成 よりも、 自動車交通 と郊外住
宅団地によって都市 を拡大す ることを意識的に選択 した と考え られ るのである。
これは仙台市に限られたことではない。一般には自動車は現代文 明の象徴であ り、密集
した市街地の借家よ り、緑豊かな郊外の住宅地の方が健康にも子供 を育て るのにも良いと
2『 仙台市史特別編四』仙台市、1997、216頁
3同 前、185頁
4同 前、186頁
5『 大都市比較統計年表/平 成12年 』大都市統計協議会、2002、7頁
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考 えられていた。道路や住宅団地が作 られ る際に緑豊かな丘陵が削 られることを我慢 しさ
えすれば、少 なくとも理屈の上では、開発業者 も、土地 を売った農民 も、税収の増える行
政 も、地元への利益誘導で選挙民に喜ばれる政治家 も、国土をコン トロールす る中央官庁、
生命保険会社、鍜 行 も、 自動車メーカーや、家 を所有 したサ ラリーマ ンも、皆が満足す る
社会の仕組みが作 られた為、各地で同様 な政策が取 られていた。 こ うして1970年 には、
自分達 の生活程度が中以上であると感 じる家庭が全国で90%に 達す るとい う 〈豊かな社
会〉 が作 られたのである。
この時点ではまだ、経済システム内部 に限定 された範囲での合理性 に しか 目が向かず、
1974年 に宇沢弘文が指摘 したよ うな自動 車による自然環境や社会環境に対す る汚染や破
壊が もた らす社会的費用6に は 目が向いていない。 しか し、既 に1960年 代には四 日市や
水俣で工場の煤煙や排水に起因する公害 が発生 し、 目先の限られた要素の合理性 に基づい
た政策が悲惨 な結果を招 くことは明らか となっていた。
(3)高 度経 済成 長 の理念 と して の近 代 化 論 の見 直 し
1955年 か ら1973年 までの高度成長の時期は戦後 日本経済の近代化の過程 と考えられ る。
この間産業構造の重化学工業化がすすみ 、大量生産、大量消費社会が出現 し、人々の生活
様式 も激変 した。
「日本近代化 の価値標識」7で栗原彬 は 日本の近代化論の分析 を行 っている。栗原 は、ア
メリカの冷戦への対応 に始まった 「近代化」 とい う認識方法が、ダー ウィニズム的進化論
に基づき、西欧近代型 の線形的発展 と編入的発展の論理か らなる 〈進歩型〉のモデル を生
み出 した とし、 もう一つの進化論である今西錦司の 〈棲みわけ理論〉に基盤 を置 く多発進
化説 に触発 されて、 「近代化」 とは別の 〈共存(連 帯)型 〉の進化モデルを想定す る。栗
原は、 この 〈共存(連 帯)型 〉の進化モデルの具体的姿 を日本の幕末維新期の有志家同士
の関係性、特に松下村塾 における吉田松陰 と弟子 との関係の型に認 め、〈近代化〉の 〈進歩〉
の論理ない し達成原理を相対化 し、連帯原理 を対比 させ ることで、 〈近代化〉の達成価値
とい う価値標識に対 し、連帯価値 とい う価値標識のモデルを提案 している。栗原の提案す
る 〈近代化〉の達成価値の派生原理 に対比 され る連帯価値 の派生原理は、格差の拡大 ・維
持/格 差の縮小、進歩/存 在、合理性/全 体性、達成,業 績/連 帯,共 同性、生産力/生 活
力、能率/総 合的効果、中央集 中/地 方分散、競争/共 存、統治/自 治である。 この論文
は1974年 に書かれてい るが、これ ら連帯価値の派生原理から推測す ると、!960年 代の末
までには、それ までの西欧型の近代化の原理 を相対化する必要性が感 じられていたことや、
公害に見 られ る自然環境の破壊 のみならず、生活力や共 同性の弱体化な どの社会環境の破
壊に対する危機意識、中央集権による統治か ら地方の 自治へ とい う意識 を感 じとることが
6宇 沢弘文 『自動車の社会的費用』岩波新書、1974
7栗 原彬 「日本近代化の価値標識」神島二郎編 『近代化の精神構造』評論社、1974、53-82頁
85
出来 る。 また、西欧の進歩型の近代化の論理に今西の多発進化説を対比させ、幕末維新期
の有志の価値意識を参照 して作 られたこの価値標識モデル は、現在 も有用であると考える。
近代化論の見直 しは、建築 ・都市の分野でも起こった。 ジェー ン ・ジェコブスが 『アメ
リカ大都市 の死 と生』(1961年 、 日本語版1977年)を 著 して、単純な機能の相互 関係 と
して都市を描いたハワー ドの田園都市の図式の延長にある近代都市計画が、具体的な人間
生活 に見合 った多様性のある都市か ら程遠い、人のつなが りを阻害す る居住環境 を生んで
い ると批判 し、ク リス トファー ・ア レクザ ンダーが 「都 市はツ リーではない」(1965年)
を書いて、ゾーニングによって、機能限定要素の集合 として都市 を考 える近代的都市計画
論に対 し、要素が様 々な機能を同時に満たす、セ ミラチス構造 を持つ都市像を提起 した。
セ ミラチス構造を生み出すために考案 されたパ タン ・ランゲージが、 日本で初めて試 され
るには1980年 代の半ばまで待 たねばならなかったが、同様 に近代化論 の見なお しに起因
す る日本 にお ける歴史的街並み保存運動は1970年 代半ばに始まっている。
(4)1973年 以降 の仙 台の郊 外住 宅地 開発(1973年 ～現 在)
国の施策 として1969年 に閣議決定 された新全 国総合 開発計画は、物的施設整備 を中心
とする全国総合開発計画の生み出 した歪みに対 して、開発理念の中では 「長期 にわたって
人間 と自然 との調和をはかり、… 自然を恒久的に保護保存すること」8と謳ってはいたが、
環境保全をほとんど顧慮す ることがなかったばか りか、更に大規模な物的開発 を行 うもの
だった。新全国総合開発計画の主要計画課題は、人 口 ・産業の大都市集中を分散化す るこ
とを狙い として 日本列島をくまな く開発す ることを 目的 とした大規模工業基地と交通 ・通
信ネ ッ トワーク形成による国土開発の骨格 の建設であった。『国土計画の思想』9によれば、
新全国総合開発計画 については、早 くも1971年 に国土総合 開発審議会 自体 が 「1970年代
における国土開発政策の新展開」 とい う意見書の中で、環境破壊について総点検す るべき
こ とを指摘 し、1977年 に総点検結果が出 されて一部開発 の凍結 とい う軌道修正が行われ
るよ うな状態だった。1973年 の第1次 オイルシ ョック以降、製造業が落ち込み、付加価
値の高いサービス産業が増加す るなどの産業構造の変化も社会的背景にあった。
新全国総合開発計画に基づき、仙 台には東 北縦貫道 が通 り(1973年 に仙 台まで、1986
年 に全線 開通)、 東 北新幹線 が開通 した(1982年 に盛岡まで)。 千葉昭彦10は 、仙台市に
おける郊外住宅地開発は、1973年 前後 と1980年 代中頃に、開発主体、開発地域、土地利
用構成の3点 で変化 した としてい る。1972年 以前 は、開発主体が地元民間業者 と公的機
関であ り、1973年 以降は中央 民間開発業者 が参入 し、1982年 頃か ら土地区画整理組合が
8本 間義人 『国土計画の思想』 日本経済評論社、1992、43頁
9同 前
10千 葉昭彦 「民間宅地開発業者の行動原理 と大規模宅地開発の展開過程 」『季刊地理学』vol.46、東北地
理学会、1994、19-36頁
86
日本の地方中心都市の住まいの風土性と持続性(千 葉)
主体 となったと書いているが、東北縦貫道や東北新幹線な どの交通ネ ッ トワークの整備 が、
仙台にお ける第2期 の郊外住宅地開発 を活発化 させたのである。
仙台市は、上記交通ネ ッ トワークの整備や仙台国際貿易港、仙台国際空港、等の国家的
プロジェク トに関連 して仙台圏への人 口の集中が起きると予想 し、茂庭台団地の開発 を発
表(!973年)し た。茂庭台団地は、東北縦貫 自動車道 の仙 台南インターチェンジか ら山
形 と仙台 を結ぶ国道286号 線へ少 し入 った丘陵地に作 られたが、仙台市が1965年 の施政
方針 で描いた大仙台圏構想実現の呼び水 として計画 された もの と考えられ る。
茂庭台団地 と同様に、東北縦貫道 の泉イ ンターチェンジの近 くには、三菱地所が泉パー
クタウンを開発(1972年 ～現在)し た。泉市誌11に よれば、事業者 は、1967年 に調査を
開始、1969年 末か ら買収を始 めた。東北縦貫道 は1965年 に起案 され1970年 に起工式を
行っていることから、東北縦貫道の計画 に合 わせて用地の買収が進んだことが分かる。泉
パー クタウンの開発規模は1070haと 広大であ り、1972年 か ら現在まで5期 に分けて工事
が進んでい る。地元の泉市は 「開発指i導要項」(1972年)を 作 り、市の過重 な負担を さけ
ながらも良好な生活環境が生 まれるように考 えた。泉パー クタウン開発概要書 には、パー
クタウンが、工業 ・流通団地、 ゴルフ場、スポーツ公園、大規模商業施設をもっ、独 立 し
た新 しい都市であるこ とが謳われてい る12。アメ リカのエ ッジシティを模 して、職住近接
の 自立 した都市 となるよ うに計画 されているが、道路が広 く、 自動車利用を前提 とした低
密度の開発が行われている上、現在 のところは仙台のベ ッ ドタウンとしての性格が強 く、
他の郊外住宅地 との大きな違いは見 られ ない。また1986年 にはパークタウンも含 め、 こ
の地区一体はテクノポ リス地域 の指定を受 け、1988年 以降、松下興産を中心 とした区画
整理組合によって新たな郊外住宅地開発が行われてい る。仙台市は1988年 に泉市、秋保
町 と合併 し、1989年 に政令指定都市 となった。
(5)三 全 総 の理 想 と実態
第二次全国総合 開発計画の見直 しを受 けて、1977年 には第三次全国総合開発計画(三
全総)が 閣議決定 された。三全総 の上位主要計画課題は 「環境 問題」、「国土保全 と利用」
であ り、計画の柱は、若年層を中心に人 口が地方に定住す ることを 目指 した 「定住構想」
だった。 中で も都市、農 山漁村 を一体 として考 える定住圏 とい う考え方 に特徴があ り、
人々の 自発的な創意 と努力を軸 として地方公共団体が地域の特性 を生か しつつ定住圏の適
切な運営を図ることで、自然、生活、生産環境の調和がとれた人間居住 の総合的環境 を形
成す るとい うものであった。三全総が決定 された翌年 の1978年 には大平政権 が誕生 し、
三全総 に大平の 「田園都市国家構想」が組み入れ られた。本 間義人は、ここでの 「田園」
は大平の故郷、讃岐の風土ではないかとし、 「当た り前の政策手段では交差す ることもな
11『 泉 市 誌 下 巻 』1986、100頁
12『 仙 台 市 史 資 料 編 五 』 仙 台市 、1998、550-551頁
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いはず」の 「ロマ ン」 としての田園都市 と 「国土計画の開発戦略である定住構想を実現す
るための手法であ り、多分 にフィジカル」な定住圏を重ね合 わせて展開 しようとしたのが
三全総であ り、「内発的地域開発を志向す る絶好の機会」であったにもかかわ らず、結果
として多 くのモデル定住圏で従来型の施設整備が優先 されたのは、市町村が住民の支持を
得たい とい う魔力に克てずに、国の 「補助金 に頼 った地域開発 を志向」 したか らと結論付
けてい る13。
三全総 までの国土計画 の動 きをみると、高度成長が終わ り、 日本 の主たる産業構造が製
造業か らサー ビス業へ と変化 し始 めた1973年 までに、物的な施設整備 を中心 とした線形
的発展型を 目指 した近代化は限界を迎 え、自然環境や社会環境の保護や生活環境 の見直 し
を含む、編入的発展型の近代化へ と移行す る時期を迎えていた と考えられ る。にもかかわ
らず、第一次、二次の全国総合開発の中で、政 ・官 ・財が結びついて作 り上げた、物的な
施設整備 とい う形で中央の資金 を地方にば ら撒 く仕組みは変化 しなかった。三全総で国は、
地域の人々の 「自発的な創意 と努力」を強調 して線形的発展型近代化 の転換を 目指 した と
考えられ るが、政 ・官 ・財が作 り上げた仕組みが、地域の末端の組織、住人 をも組み込ん
でいた為、殆 どのモデル定住 圏で 「自発的な創意 と努力(内 発的地域 開発)」 を行 うこと
ができず 、編入的発展型の近代化への転換は失敗 した と考えられる。
編入的発展型の近代化の実現には住人の内発的な力が必要であるにも拘わ らず、全 国総
合開発計画は中央官僚 の強力なコン トロールのもとに行 われた、 とい う矛盾がそこには
あった。反対 に全国総合開発計画の補助金の恩恵 にあずかれなかった大分県の湯布院や
大山町、宮崎県の綾町、山形県の金 山町な どの中山間地域の町村で、1960、70年 代以降、
内発的で風土を生か した地域づ くりが行われて来たのである。従 って、本間の言 う 「内発
的地域開発」は、国主導の編入的発展型の近代化ではもともと達成出来なかった とも考え
られ る。
西川潤は1970年 代半ばに鶴見和子が、近代化論 とは異なる発展の理論 として、内発的
発展理論 を唱えた としてい る14。西川 は、鶴見の 「内発的発展」の意味 を、「各地域固有
の資源 をべ一ス として、それぞれの地域の固有伝統、文化に基づき、地域住民の主導によ
り進 められる発展パターンを指す」 と定義づけている。栗原彬の検討 した価値標識は 「内
発的発展」を価値付けると考えられ、上記の中山間地域 の町村の試みは、内発的発展の事
例 と考 えられ る。
三全総:以降 も1981年 のテ クノポ リス構想 、!987年 の第四次全国総合 開発計画 と国家 プ
ロジェク トは続いたが、それ らは、線形的発展を 目指 した近代化です らな く、単に政 ・官 ・
財の結びつきを温存するための経済政策 と化 し、中曽根政権 の国有地払い下げ(1983年
13本 間義人 『国土計画の思想』 目本経済評論社、1992、125-156頁
14西 川潤 「内発的発展の理論 と政策一中国内陸部への適用可能性」『早稲 田政治経済学雑誌』354号 、
2004、36-43頁
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以降)に 始まる大都市圏の地価高騰や総合保養地域整備 法(1987年)に よ り生 じた全国隅 』々
にいた る地価高騰の果てに不動産バブルの崩壊をもたらした。
2.近 代化論の消滅と仙台市のコンパク トシティ化
(1)近 代 化 論 は意 味 を失 ったの か?
戦後の 〈近代化〉 を基礎づ ける近代化論 はアメリカ社会の冷戦への対応、「豊かな社会」
の亢進、第三世界での手詰ま りとい う政治社会状況の中で生まれ、1958年 頃の政治社会
的な文脈の中で 日本近代化論が課題 とされ るよ うになった と言われる15。栗原彬は、この
近代化論の基礎 には、T.パ ー ソンズの 〈進化の普遍態〉の概念があ り、進化 した社会の
〈普遍態〉 は、(1)一 般的法体系ない し普遍的規範、(2)官 僚制、(3)貨 幣=市 場性、(4)
民主的結社の4っ からなるとし、この概念の価値 を認 めながらも、その 〈普遍〉に内在す
る西欧近代型進歩モデルへの注意を喚起 して、 このような 「近代化論は 日本の近代化過程
の分析に際して、 自分 の似姿だけをそ こに見出す破 目になるだろ う」 とし、西欧型進化モ
デル とは別の 日本型のモデルを検討 した16。
1962年 以降、経済の近代化 を目指 して行われてきた全 国総合開発計画 は、冷戦へ の対
応 としての日本近代化論を踏まえなが ら進 め られた と考えられ る。国は、全国総合開発計
画の過程で、 日本型近代化モデルを志向することな く 「自分め似姿」を西欧型近代化 の中
に見出すに とどまった結果、〈近代化〉の要件 としての民主的結社の意味す る、内発的な
発展 を担 う主体を作れ ないままに開発 の理念を失い、結果 として 「国土の均衡 ある発展」
も達成 されないままに過疎化や環境破壊が進み現在 に至った とも考え られ る。
開発 の理念が失われたのには時代背景 も影響 している。ポス ト近代の思想が流入 し(1980
年代以降)、 ソビエ ト連邦の崩壊(1991年)で 冷戦構造 が終結 した結果、近代化論 自体の
目的が失われた。 日本における近代化論は、役割を終えた とい うよりも、宙吊 りにされた
まま時代の変化の中で根拠を失った と考え られる。
ポス ト近代の議論が主題 とな り、 ソビエ ト連邦が崩壊 したことには、資本 のグローバル
化や情報技術 の発展 によって国の役割 が曖昧になった ことも影 響 している。 〈成長〉は、
国よりもグローバル化 した資本が要請す るものとなっている し、国の 〈発展〉の方向性17
も、地球規模の経済、社会、環境の持続性 を考慮すべきものとなっている。
商品ばか りか資本や労働力が国を超 えて自由に移動す る状況の中で国の役割 が曖昧にな
15栗 原彬 「日本近代化の価値標識」神島二郎編 『近代化の精神構造』評論社、1974、54-58頁
16同 前、66-67頁
17栗 原によれば 〈成長〉は量的な変動の過程であり、〈発展〉は一つの構造から他の構造への質的変化、
ある社会類型から別の社会類型への歴史的変化である。同前、61頁
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り、人々の生活の基盤 となる地域では、地方 自治体の財政難に加 え、地方交付税の削減 な
ど、政府 による生活保障の削減が見 られている。国が、投資効率の良い大都市の開発 を主
として行 い、サー ビスの民営化を行い、地方分権 とい う形で国の負担を減 らす中で、地域
では、地域内経済循環や内発的な 〈成長〉に期待せ ざるを得ない。
近代化論 は根拠を失ったが、こ うした状況の中では、それに替わって人々の生活の基盤
となる地域 の水準での 〈成長〉 と 〈発展〉 を引き出すための理論が必要 となってい る。現
在の ところ 「内発的発展論」が 「近代化論」に代わる理念を形成すると考え られる。地域
では、内発的発展を担 う主体の創 出、環境破壊や コミュニテ ィの回復、経済、社会、環境
の持続性、内発性の基礎 となる風土性 を踏 まえた 「内発的発展論」が必要 となる。
(2)仙 台市 にお ける コンパ ク トシテ ィ化 の方 針
仙台市は、1998年 に基本構想に基づいて策定 した基本計画、『仙台21プ ラン』の計画
の視点の一つ に 「持続的発展が可能な都市づ くり」を掲げ、 「自動車交通依存による外延
的拡大型 の市街地形成か ら、軌道系交通機 関を機軸 としたま とま りのある集約型市街地形
成への転換を図る」18として、コンパ ク トシテ ィ化 を打ち出した。 コンパク トシテ ィ化政
策の背景 には、第一に行政側 の財政面での理 由が考え られる。林 良嗣 は、2030年 を想定
して人 口約10万 人の 自治体における歳出入のシ ミュレーシ ョンを行い、市域拡大が地方
交付税 の削減や高齢化人 口の増大に よる負担増 と並んで財政面での負担 を増大 させ ると
し、財政面の持続性 を維持す るには、市域 を縮小 させて市街地の人 口密度を高める必要が
あると提案 している19。また、藻谷浩介 も同様 に、行政にとって、少子高齢化や地方交付
税、各種補 助金 の削減が予想 される中での郊外 開発 は、道路、上下水道の新設 ・補修な ど
に多大 な費用がかか り、固定資産税収入を考慮 しても見合わない事業であると指摘 してい
る20。 こうした財政面での逼迫は、 日本の多くの自治体に共通 してお り、他の市でもコン
パク トシティと類似 した基本計画を策定している。 コンパ ク トシテ ィ化の方針 が、また し
て も単なる物的な施設整備 に偏 した景気対策にならない為 にも、地域 の風土を考慮 した、
人が住みやすいまちづくりを目指す必要がある。
仙台市 はコンパク トシティ化 を可能にす る為に、既存の地下鉄南北線 に加 え、新たにこ
れ と直行す る地下鉄東西線を計画決定 した21。 東西線の駅を中心 とした開発 を行い、集約
型の市街地 を形成す るとい う計画である。南北線は仙 台駅を中心 として北に7km南 に6km
の範囲にあ り、東西線は仙台駅 を中心 として東 に6㎞ 、西に5kmの 範 囲を覆 うことにな
18『 仙台21プ ラン』仙台市、1998、4頁
19林 良嗣 『人 口環境から見た持続可能な国土』(名 古屋大学教授、国土審議会調査改革部会、持続可能
な国土の創造小委員会(2003、9,月18日)
20藻 谷浩介 「野放図な郊外インフラ整備が自治体財政を圧迫する」『週刊エコノミス ト』毎 日新聞社、
2006、3月28日 、112-113頁
212005年8月 に地下鉄東西線工事実施の都市計画決定の告示が行われた
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る。仙台駅を経由して北東 にはJR仙 石線 と東北本線 が走 り、仙台駅か ら約3km北 の北仙
台を経 由して西方向にJR仙 山線が走ってい るので、東西線 が完成す ると凡そ43の 軌道
系交通機関の駅が仙台駅を中心とす る半径7㎞ の円内に出来 ることになる。各駅を中心 と
して徒歩や 自転車で生活できる範囲に2万 人程度の人 が住む とす ると、計算上は仙台市民
のほとんどが含 まれ ることになる。地下鉄東西線建設 に対 しては建設費が膨大で市の財政
悪化や費用対効果を危ぶむ反対論 もあるが、コンパク トシティ化を可能にす る上では必要
な公共交通機関 と考 える。
コンパ ク トシテ ィは、密度が高 くコンパク トな都市を指すが、具体的なイメージが定 まっ
てい るとはいえない。海道清信は、 コンパク トシティがEUに おいて、E.ハ ワー ドの田
園都市、ル ・コル ビジェの 「輝 く都市」、ジェー ン ・ジェイ コブスの 「多様性のある都 市」
と匹敵す る都市像 と考 えられてい ると紹介 している22。 しかし、コンパク トシティの考え
方は、国によって一様 でなく、それぞれの地域で コンパク トシティの具体像を生み出す理
念 が必要になる。海道は、「理念 を確立 した上で施策 を展開す るとい うよりも、必要に応
じて少 しずつ方 向を変えて実績を積み重ねるのが日本的スタイル…」 として、 日本型 コン
パ ク トシティの像を10の 原則 と3つ のモデル として描いた上で、「必要なのは、理念の確
立 と人々への説得、そ して計画 にもとつ く実践の積み重ね」であ り、「まちや地域の良さ
を再発見 し、共有す ること」 とま とめてい る23。理念 は実践 しなが ら明確に して行 くとい
うことだろ う。 ここで3つ のモデル は規模の違いであ り、10の 原則 も理想 とす る町の形
態 を網羅 した観があ り物足 りな さを感 じるが、以下に海道の理想 とす る形 をみてみたい。
海道は、日本型 コンパク トシテ ィとして都市のセ ンターゾーンを囲むアーバンビレッジ(近
隣生活圏)24の 集合 とい う像を提案す る。アーバ ンビ レッジと近隣住区との違いは、アー
バ ンビレッジが、地域 の歴史 を踏まえた生活圏であ り、多様 な機能を含み密度が高い とい
う点にある。アーバ ンビレッジを成立 させ るのは軌道系交通機 関で、都市全体が 自動車 に
依存 しないで生活できる空間であ り、多様性があって住んで楽 しく、視覚的に美 しい とい
う特徴があるとされてい る。アーバンビレッジを中心にとい う主張は分かる し、国ではな
く自治体主導で総合計画を作 るとあ り25、地方分権が強調 されてい るのも理解できるが、
実際にはそ うした町を形成す る方法、プロセスや組織の中での住人の果たす役割 などを明
らかにす ることが重要 になる。従来型の開発では土木 ・建築の施設整備 を前提 として開発
が進め られたか ら、 目標 となる形を示す ことが重要だったが、内発的な地域づ くりでは、
結果 として現れ る形を 目標 としなが らも、形 を作 り上げる方法、プロセス、組織形態が重
22海 道清信 『コンパクトシティ』学芸出版社、2001、24頁
23同 前、255頁
24ア ーバンビレッジは海道によれば、徒歩圏で生活サービスを得られる複合機能を有するコンパク トな
地区と定義されている。同前、158頁
25同 前、270頁
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要で、それ らを明確にす る中で理念も明確になると考 えるか らである。
仙 台では2015年 の開業を 目指 して地下鉄東西線 の工事が進んで行 く。地下鉄東西線 の
工事完了で コンパク トシテ ィの姿 も明 らかになるはず である。コンパ ク トシテ ィに対 し、
今後7年 間にどれだけ市民の意識が高まるかで内発的な開発か否かが明らかになる。
(3)コ ンパ ク トにす れ ば、 それだ けで都 市 にな るか?
2005年 、仙台市の市街地にあった創業200年 の造 り酒屋が市外 に移転 し、跡地には365
台分の駐車場をもつショッピングセンターが造 られた。シ ョッピングセンターは地元の不
動産会社が作 り、外資系の投資ファン ドに売却 された。
仙台市の市街地では、駅周辺や定禅寺通 り、アーケー ドなど一部の商店街 を除き、歩い
ている人 をあま り見かけない。移転 した造 り酒屋の前 も歩行者は少なく、山形方面 に抜け
る国道 の自動車交通量は多い。造 り酒屋跡地に出来たシ ョッピングセ ンターを含め仙 台市
では、郊外か ら中心部へ と巨大シ ョッピングセンターの進 出が進んでい る。2003年 には
仙 台駅の北東約2㎞ の県道沿いに1万3千 ㎡のシ ョッピングセ ンターが出来、そ こか ら
700m東 のタバ コ工場跡地 は、他の競合店が落札 した といわれている26。2006年 の通常国
会で都市計画法が改正 され1万 ㎡を越える商業施設 は近隣商業、商業、準工業地域 にしか
建て られ ないことになったが、既に仙台市ではショッピングセ ンターの都市中心部への進
出やつぶ し合いが始まってい る。 こうした状況を見ると仙台市中心部 の一部を除き仙台市
のほ とん どが、徒歩で買い物が出来ないとい う意味で、郊外 と同 じ状態になっている。
都市には都市性 を生む、歩いて楽 しい街路、近隣公園、家賃の安い古い建物、美術館や
図書館、病院などの公共建築、学校、店舗、様々な人や出来事やもの との出会い、な どが
必要 となる。 しか し海道の言 う都市セ ンター部分 を除いて仙台市には都市性のある場所は
少ない。 アーバ ンビレッジに該当する生活圏に活気が無いのである。
自動車道路の整備 より、歩 ける街路や 自転車道 の整備 を行い、アーバ ンビレッジを作 り
出す ことが都市性を生み出す うえで重要であ り、多様性のあるアーバ ンビレッジの可能性
は、地域 の歴史や地理、産業 などに見 出すこ とが出来 るはずであるが、地域の人 々の コ
ミュニテ ィ活動 が無ければアーバ ンビレッジは生まれない。
(4)仙 台市 にお ける住 まいの風 土性 と持 続性
仙台市は現在 も自動車交通 に依存 した都市構造 となってい る。2002年 の仙台市の調査
では仙台市には57万6千 台の 自動車があり、その うち65%が 乗用車で、1996年 に比べ1.14
倍 に増 えている。二酸化炭素排出量 も1998年 に731万8千 トンで2010年 には846万2千
トンに増加す ると予測 されていて、仙台市の地球温暖 化対策推進計画の方針 を全 く達成で
26『 仙 台 経 済 界 』(株)仙 台 経 済 界 、2006、5,月6日 、29頁
92
日本 の地方 中心都市の住まいの風土性 と持続1生(千 葉)
きない状況 になっている。 しか し 『仙台21プ ラン』 の中には、「都市 における活動が,地
球環境に対する負担 とな り,ひ いては将来世代への禍根 とならないよ う十分配慮 し,個 人
の生活スタイルか ら都市の構造,社 会全体のシステムに至るまでの見直 しを行い,自 然 と
共生 し環境への負荷 を最小限にするよ うな持続的発展が可能な都 市をめ ざす。」 と書かれ
ていて、仙台市は、 コンパク トシティ化 によ り状況 を改善 しようとしている。
海道は 『コンパ ク トシテ ィ』の中で、 「わが国の拡散的な市街地形成 と 「中心市街地問
題」は、必ず しも都市への人 口、産業の集 中、自動車普及などが主因ではなく、都市計画
的な対応 の失敗が主因である」27と 書い ているが、これは現時点における見方であり、か
えって都市計画の失敗の根の深 さを見ない ことになる。かつても今 も日本の都市計画に上
位 の政策 を変 えるほ どの力がある訳ではな く、1960年 代以降の都市計画担 当者が失敗 と
思ってやってきたとは思えない。拡散的 な市街地形成 は、都市計画以前の政策上の問題で
あるし、自動車の普及は拡散的な市街地形成 と密接な関係 を持っていた。 ただ少子高齢化
の結果 として、これか ら日本の拡散的な市街地が 自治体の負担になって くるのは間違いな
い。また都市計画的な対応が失敗であった とするな らば、都市計画で人々の生活をコン ト
ロールできると考えた ことや、まちづ く りの中で住人の 自覚や参加を喚起 して来なかった
ことがそれである。土地の値上が りが続 く中、人々は、住宅を所有することを第一 とし、「住
む」 ことを選択する際に、家だけではな く近隣の人間関係を含めて、その地域に住むこと
とは考 えていなかったのではなかろ うか。郊外住宅地であればその住宅が、購入者夫婦 と
子供達が過 ごす為だけの世代の更新が出来 ない住宅であるなどとも思わなかった。
では、コンパ ク トシテ ィ化が進む中で、仙台市の郊外住宅地はどうなるだろ うか。
市街地 と連担 した郊外住宅地や鉄道駅 を中心 とした住宅地はその利便性か ら住み替 えが
進む と考えられ るが、飛び地型の郊外住宅地は、市街地のベ ッ トタウン としては持続でき
ない と思われる。住人の入れ代わ りが少 なく、子世代が転出する一方で、親世代の高齢化
が進んでい くか らである。空き家や空き地 も増 えてい く。賃貸アパー トを増やせば地域の
人々のつなが りは弱ま り、生活環境が劣化 してい く。従って、そのような郊外住宅地が持
続す るには、ベ ッ トタウンとは異なった魅力あるビレッジへ と変わる必要がある。子育て
にとって理想的な住宅地にする、仕事場 を作って中心市街地に従属 しない地域 にする等 の
努力が求め られ る。あるいは空地を緑地や畑に変え、近隣の農家などと様 々なネ ッ トワー
クを作って都市 と農村 を結び付ける方法 を模索するな ど、住宅地 としての新たな役割の検
討 が必要 となる。実際に、既 に多くの仙 台の郊外住宅地周辺の農地が市民農園 として貸 し
出 されてお り28、郊外住宅地に住む団塊 の世代は、農業後継者 として も期待 されている。
また、近隣の農業 地域の商店会 と災害時 の物資提供協定を結んだ郊外住宅地 もあるな ど、
ネ ットワーク作 りも始まっている29。
27海 道 清 信 『コ ン パ ク トシ テ ィ』 学 芸 出版 社 、2001、271頁
28仙 台 市 に は2005年4月 現 在 、33ヵ 所 、 約3,300区 画 あ る。 一 区 画33㎡ が 一般 的
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郊外 の大規模シ ョッピングセンターを初め とす るロー ドサイ ド店舗群は、田園風景 を壊
しなが ら、都市 ・郊外 ・農村の違いを曖昧に し、仙 台市の総郊外化 を促進 してきた。仙台
の大型商業施設は既に過剰 にな り始めて、競合店問の潰 し合いが始まっているが、そのよ
うな中で今回改正 された都市計画法によってロー ドサイ ドの風景は変化するだろ うか。近
い将来の変化は、あま り期待できないが、長期的には中心市街地の変化に応 じて変わって
行 くと期待 したい。都市、郊外、農村のそれぞれが持続するためには、それぞれの特徴 を
明確 にして互いに補い合い、地域経済循環 を作 るこ とが必要 となる。郊外の大規模 ショッ
ピングセ ンターを初めとす るロー ドサイ ド店舗の開発を押 さえて田園風景 を回復 し、曖昧
になった都 市 ・郊外 ・農村の違いを明 らかにして行 くことは、コンパク トシティ化 の条件
でもある。
コンパ ク トシティ化は一時的には周辺の郊外住宅地の衰退を招 くだろ うが、内発 的な努
力があれば、郊外住宅地は、ベ ッ トタウンとは異なるビレッジへ と生まれ変われ るかもし
れ ない。 コンパク トシティ化を 目指す仙台市 中心部 もアーバ ンビレッジを作 る活動が うま
れずに 自家用車に乗ってシ ョッピングセンターで買い物をす るよ うな町であ り続 けるなら
ば、郊外住宅地 と変わ らず、都市性 のある町にはな らない。仙台市の住まいの風土性 と持
続性は、風土に基づいた内発的な市民の活動 と、コンパ ク トシテ ィ化す ることで歩いて生
活できる町 が出来るか どうかに依存 してい る。
3.ま と め
仙台市 の郊外住宅地開発 を中心に1960年 代か ら現在までを見る中で、国の総合開発計
画が大 きな影響を与えてい ることが明 らかになった。実際 に開発を行 うのは県や市である
が、県や市の基本構想は国の作 る上位計画に基づいている。全国総合開発計画は拠点開発
構想 を開発方式 として地域格差の縮小や資源配分の適正化 な どを 目標 として実施 された。
その際、地方の拠点都市にはコンビナー トや郊外住宅団地が作 られ、道路を始め とするイ
ンフラ整備が行われた。総合開発計画は 日本経済の近代化 を目指 し、その理念 となったの
がアメ リカで研究 された 日本近代化論だった と考えられ る。次の新全総 にかけて 日本は高
度成長を達成 し、第1次 オイルシ ョックを迎えるまでに住宅戸数が世帯数 を超 え、住宅政
策は量か ら質へ と方針を転i換し始 めた。仙台にも高速道路 と新幹線が作 られたが、第1次
オイルシ ョックによる大規模プロジェク トの再検討 と環境破壊に対す る反省が行われ、新
全総 は三全総へ と引き継がれた。全総、新全総の中で、政 ・官 ・財の土建事業を中心 とし
た互助のシステムが作 られて郊外住宅地開発 も積極的に行われ、土地の高騰が続いて土地
29仙 台市の郊外住宅地である泉ビレジ(2,040世 帯、7,400人)は 農業地帯にある根白石商店会 と災害時
の物資提供協定を結んだ。『河北新報』2006、6月17日
94
日本の地方中心都市の住まいの風土性と持続性(千 葉)
神話が生まれた。三全総では定住構想 を開発方式 として、それまでの物的施設整備中心か
ら、地域 の内発的発展 を促す政策へ と方針 を転換 したが、ほとん どの地方は対応 できず、
従来型の土建事業 中心の開発 を行 った。高度成長 と共に近代化 を達成 した と考える日本に
とって、三全総は、近代化のもた らした諸課題を解決 し、地方分権のシステムを作 り出す
良い機会のはずだったが、それに失敗 したばか りか、ソ連 の崩壊やポス トモダニズムの思
想の流入 と共に、近代化論 自体が役割 を終えた。地方分権や内発的発展による地方の自立
を経験 しなかった為に、その後の総合 開発計画は理念 を失い、政 ・官 ・財の互助のシステ
ムを廻転 させ るだ けのもの とな りバブル の崩壊に至った。
日本 の住まいは全国総合開発を始め とした国家プロジェク トの影響を受けながら作 られ
てきた。バブル崩壊 は、住宅を所有す る意味を支 えていた土地の価格そのものの崩壊だっ
た。 これによって 「住まい」が単なる住宅に止ま らず、住ま う場であることが明らかにな
り、郊外住宅地の持続には、地域 の風土 を生か して 自分達の工夫 と努力で地域づ くりをす
ることが必要 と了解 された。
行政 も郊外の更なる開発は、少子高齢化を迎える中では負担 となるばか りであることを
了解 し、 コンパク トシティ化へ と方針 を転換 したが、人々が住みたくなるよ うな都市にす
るには、歩ける街路や近隣公園、そ こに住も うと考える多様な人々が必要であ り、自分た
ちの地域 をそのよ うなアーバ ンビレッジへ と変化 させていくには、地域の風土を基盤 とし
た内発的な活動が必要 となる。
住民や行政が既存の成長型 の価値観 を生活の質 を重視す る価値観に転換す るには努力 と
決断が必要 となる。地方分権 によって、国に頼 らず、企業誘致に頼 らず、地域の経済循環
を上手 く廻さなけれ ばな らなくなる。住民は高齢者 が増える将来を見越 して 自分たちで地
域 を作 ってい く必要がある。
コンパ ク トシテ ィ化も内発的な発展への意識 も財政危機や少子高齢化な どの負の要因が
あって始めて真剣に取 り組まれ るのが実情である。地域の持続性や風土性の喪失に対す る
危機意識 と事実の認識があって初めて、商品としての住宅ではな く 「住まい」 に目が向け
られる とい うのが、住まいの現状ではないだろ うか。 この機会 を生かす も殺す も私 を含 め
た住民次第 とい うことができる。
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